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高石市の概要

・人口　　 57,938人　
・世帯数　25,468 世帯
・面積　　 11.30㎢
（平成30年6月現在）
・大阪の中心部（難波
駅）まで約１５分
・関西空港まで約３０分

日経新聞　何でもランキング　工場夜景きれいなスポット　西日本第5位
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高石市の人口と高齢化率の推移

○生産年齢人口の著しい減少に伴い、高齢化率の上昇が見込まれています。

○2025年には高齢者3人のうち2人が後期高齢者になるとの予測がされています。



●市民主体のやさしさと活力あふれる“健幸”のまち

→　第４次高石市総合計画の策定（平成23年～） 4

扶助費

人件費

公債費

現　在



健幸ウォーキングロード
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笑顔あふれるウォーキング風景



毎日が“元気”健幸ウォーキング
（ウォーキング前の健康体操）

・市内5カ所で実施。
（浜寺公園健幸広場、芦田川ふるさと広場、鴨公園など）

・練功十八法と下肢の軽い筋トレ体操を２０分実施後、
　各ウォーキングコースにて自主ウォーキング。
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健幸増進施策

　健幸づくり教室
（中央公民館、スポラたかいし、カモンたかいし）

■国立筑波大学の久野研究室が監修するe-wellnessシス
テムを使用
■参加者の体力年齢の若返り、生活習慣病や介護予防を
目的に開催し、教室では有酸素運動・筋トレを実施
■30歳以上の高石市在住者及び在勤者が対象

LS型(中央公民館） 教室型（カモンたかいし） 教室型（スポラたかいし）
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健幸ポイントプロジェクト

期間：2014.12～2016.12

参加対象者：40歳以上の市民

参加者数：2,055人

使用機器：歩数計を貸与

データ送信拠点：市公共施設4カ所

平成28年度事業費：約3,000万円

第1回

参加者の歩数は、2ヶ月目までに約2,000歩/日増加
し、国の推奨活動量8,000歩/日を上回る

文科省、スポーツ庁等の交付金を活用

全体の参加者の7割以上が運動無関心層又は
運動不充分層であった。

インセンティブは、無関心層の掘り出しに効
果的！！ 8

高石市においては、8割以上



非参加者

参加者

第1回　健幸ポイントプロジェクトの成果

特定健診の受診や、受診結果の
改善・基準範囲の維持に対して
ポイントを付与することで、受
診率が向上

参加者と非参加者で比較すると
一人当たり7.7万円の医療費抑制効果

9
健康意識の向上、運動習慣の定着！



高石健幸ポイント事業

★新たに市内の郵便局全7ヵ所にデータ送信拠点を設置

今後、生活相談などを行う「我が事・丸ごと」でも連携。

期間：2017.10～

参加対象者：20歳以上の市民

参加者数：現在2,993人

使用機器：活動量計を貸与、又はスマートフォンアプリをダウンロード

データ送信拠点：市公共施設8カ所、市内郵便局全7カ所、
　　　　　　　　池田泉州銀行高石支店　等市内20カ所
　　　　　　　　及び全国のローソン・ミニストップ

平成30年度事業費：約4,600万円
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地方創生推進交付金を活用

第2回



今後の課題

・高齢者世代である60歳代以上に比べて近い将来高齢者になる団塊ジュニア世代
の40～50歳代の参加者が少ない。

・将来の医療費・介護給付費の抑制を目指すためには、より一層40～50歳代を
始めとした若年者層の参加を促すとともに参加者の健康意識の向上に努め身体活
動量の増加による生活習慣病予防を図る必要がある。

高石健幸ポイント事業の成果と課題
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20代・30代の参加動機
第１位

｢ポイントがあるから｣

40代以上の参加動機
第１位

｢健康の維持増進がした
い｣



健幸ポイントの交換内容
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第1弾では 、第2弾では が地域経済に還元されてい
る！



高石市健幸のまちづくり協議会への参加のメリット
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協議会の活動について
ソライロマーケットへのブースの出展（H30.4∼）

・高石駅前広場で開催されるソライロマーケットにブースを出展
・5月には司法書士事務所が「こころの健幸」をテーマに市民の
様々な悩みの相談を受付
・「健幸づくり教室Mini」として、㈱コナミスポーツクラブに
依頼し、健康増進に効果のある体操も実施
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              × 高石健幸リビング・ラボ

・「健康的に歩く」をテーマに、アシックスウォーキング教室を開催
・市民のニーズを踏まえ、事業を検討し、市民と企業がディスカッション

介護予防ワークショップ（H30.7∼）

・大阪健康寿命延伸産業創出プラットフォーム（ＯＫＪＰ）と連携
・市民と企業とが共同してディスカッションを行い、市民目線の製品・
サービスを生み出すことを目的



地域版次世代ヘルスケア産業協議会
高石市健幸のまちづくり協議会は経済産業省が事務局を担う、地域版
次世代ヘルスケア産業協議会に加盟しています。

地域版次世代ヘルスケア産業協議会とは

・公的保険外サービスを中心に、健康寿命延伸分野の市場創出及び産業育成を図るため、
その対応策を官民一体となって検討することを目的として設置
・高石市健幸のまちづくり協議会の他、大阪健康寿命延伸産業創出プラットフォーム
（ＯＫＪＰ）や松本地域健幸産業推進協議会等40団体が加盟。（平成30年5月末時点）

高石市健幸のまちづくり協議会のPR資料（経済産業省HPに掲載）
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